
 

 
  

 
 

 
 
 
 

  新事業承継税制への移行                  

Ｑ：現在、事業承継税制の適用を受けてい

ますが、要件が緩和された新事業承継税制に

移行することはできますか？ 

                                              

Ａ：届出をすれば新制度に移行することが

できます。 

【解説】 

事業承継税制は、申告期限の翌日から１年

を経過する日ごとの日を報告基準日として、

５年間、経済産業局と税務署に適用要件を満

たしている旨の確認を受けなければならない

こととなっています。 

適用要件には、①相続又は贈与時の常時使

用従業員数を毎年８割以上確保すること(雇

用確保要件)、②贈与の場合、贈与時に先代経

営者が役員を退任すること(役員退任要件)な

どがあります。 

この事業承継税制ですが、今年度の税制改

正でその要件が緩和され、平成27年１月以降

は、雇用確保要件の「毎年」が「５年間の平

均」でいいことになり、役員退任要件につい

ても、先代経営者は代表者を退けば、有給で

あっても役員として残れるようになりました。 

現行税制を受けている人は、経済産業省と

税務署に新制度に移行する旨の書面を提出す

れば、新制度の適用を受けることができるこ

ととなっています。 

届出は、平成26年１月から受付されます。 
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